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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 平成15年５月20日付で株式１株を株式1.5株に分割しております。なお、第23期中及び第23期における１株当たり中間純

利益及び１株当たり当期純利益については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 

  

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,634,448 1,735,328 2,222,848 3,340,055 3,985,636

経常利益 (千円) 328,340 460,390 457,452 738,890 1,031,158

中間(当期)純利益 (千円) 164,742 248,791 204,896 392,732 614,746

純資産額 (千円) 1,527,229 1,908,973 2,393,983 1,745,000 2,276,426

総資産額 (千円) 2,222,560 2,953,312 3,333,615 2,485,917 3,421,283

１株当たり純資産額 (円) 338.11 425.43 533.70 387.18 506.93

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 36.38 55.39 45.68 86.39 136.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.7 64.6 71.8 70.2 66.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 81,357 205,477 113,077 448,090 725,835

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 27,614 △286,760 △36,143 3,223 △249,040

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △82,399 113,194 △133,379 △152,880 77,674

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,170,839 1,474,612 1,940,725 1,442,701 1,997,170

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
179 
[288]

201
[387]

207
[508]

155 
[300]

194
[430]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 平成15年５月20日付で株式１株を株式1.5株に分割しております。なお、第23期中及び第23期における１株当たり中間純

利益及び１株当たり当期純利益については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 

  

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,511,180 1,705,380 1,845,757 3,160,464 3,495,668

経常利益 (千円) 353,371 458,190 466,180 800,878 951,263

中間(当期)純利益 (千円) 173,962 246,165 216,573 388,019 522,304

資本金 (千円) 212,700 212,700 212,700 212,700 212,700

発行済株式総数 (株) 4,536,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000

純資産額 (千円) 1,543,787 1,908,973 2,315,844 1,747,626 2,186,611

総資産額 (千円) 2,159,341 2,767,465 3,117,161 2,453,070 3,151,437

１株当たり純資産額 (円) 341.77 425.43 516.28 387.76 486.91

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 38.42 54.80 48.28 85.35 115.79

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0.0 0.0 0.0 15.0 20.0

自己資本比率 (％) 71.5 69.0 74.3 71.2 69.4

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
120 
[283]

146
[342]

148
[447]

155 
[298]

143
[377]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

教育事業 134〔152〕 

スポーツ事業 58〔322〕 

その他の事業 6〔 25〕 

全社(共通) 9〔 9〕 

合計 207〔508〕 

従業員数(名) 148〔447〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の継続的な業績改善努力により、回復傾向にありますが、異常

気象や原油高騰の影響等未だに方向が見えない状況のなかで推移しました。 

学習塾業界におきましては、学習指導要領の大幅な見直し等の学習塾のニーズが高まった中で、個別指導塾を中

心に業績が回復する傾向にあります。 

こうしたなか、当社におきましては、従来より実施しておりました学習塾の採算性向上を図った統廃合の推進が

一巡し、今期においても、サッカー教室を含め生徒数増加に向け大都市圏での新規教室の開設に最大限の注力を図

ってまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は22億22百万円(前年同期比28.1％増)となりました。 

利益面につきましては、経常利益４億57百万円(前年同期比0.6％減)、中間純利益２億４百万円(前年同期比

17.6％減)となりました。 

  

(2) 事業毎の概況 

(教育事業) 

学習塾の採算性向上を図った教室の統廃合が一巡し、大都市圏における新規出店に注力してまいりました。 

また、前連結会計年度の下期より、株式会社螢雪ゼミナールが連結子会社となったため、当中間期の平均生徒

数は前年同期比40.8％増加の6,303名となりました。 

この結果、売上高は11億26百万円(前年同期比48.0％増)となり、営業利益は、１億71百万円と前年同期と比べ

28百万円(前年同期比14.1％減)の減益となりました。 

(スポーツ事業) 

一方、スポーツ事業につきましては、前期平均生徒数24,780名から当中間連結期平均生徒数27,402名となった

結果、売上高10億63百万円(前年同期比15.3％増)となり、営業利益は、３億６百万円と前年同期と比べ43百万円

(前年同期比16.6％増)の増益となりました。 

(その他の事業) 

ダンス教室の運営や弁当・化粧品の販売と飲食店の事業により、売上高は、32百万円(前年同期比35.9％減)と

なり、営業損失は、17百万円と前年同期と比べ14百万円の減益になりました。 

  



(3) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ56百万

円減少し、当中間連結会計期間末は19億40百万円となりました。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は１億13百万円(前年同期比92百万円減少)となりまし

た。 

前年同期比減少の原因は主に、法人税等の支払額が２億63百万円(前年同期比89百万円増加)あったことによる

ものです。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は36百万円(前年同期比２億50百万円減少)となりまし

た。 

これは主に、投資その他の資産の取得による支出が30百万円あったことによるものです。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は１億33百万円(前年同期は１億13百万円の増加)とな

りました。 

これは主に、長期借入金の返済による支出43百万円と配当金の支払額89百万円によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績につきましては、売上高の10％以上を占める主要顧客はありませんので記載を省略しておりま

す。 

３ 前連結会計年度の下期より㈱螢雪ゼミナールを連結子会社としたことに伴い、教育事業の販売実績に「高校生」の区分を

設けております。そのため当中間連結会計期間においては前年同期比を記載しておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はおこなわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

事業別 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

教育事業   

小学生 304,034 102.7 

中学生 740,943 159.4 

高校生 81,075 ― 

小計 1,126,053 148.0 

スポーツ事業 1,063,823 115.3 

その他事業 32,971 64.1 

合計 2,222,848 128.1 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 10,896,000

計 10,896,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,536,000 4,536,000
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 4,536,000 4,536,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 4,536 ― 212,700 ― 29,700



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社平和堂 名古屋市中区伊勢山二丁目２－20 1,000 22.05

井 上 憲 氏 名古屋市中区伊勢山二丁目２－20 750 16.54

山 下 隆 弘 愛知県愛知郡長久手町蟹原1901 266 5.88

木 村 紀 美 名古屋市中区伊勢山二丁目２－20 180 3.97

井 上 信 氏 名古屋市中区伊勢山二丁目２－20 179 3.95

井 上 正 憲 名古屋市中区伊勢山二丁目２－20 169 3.73

エイチエスビーシー ファンド 
サービシィズ クライアンツ 
アカウント 006 
(常任代理人 香港上海銀行 
 東京支店カストディ業務部) 

LEVEL 13．1 QUEEN'S ROAD
CENTRAL．HONG KONG 
(東京都中央区日本橋三丁目11－１) 

156 3.45

竹 田 和 平 名古屋市天白区表山二丁目209 102 2.25

株式会社十六銀行 岐阜市神田町八丁目26 90 1.98

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－12 70 1.55

計 ― 2,963 65.33

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 50,400 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,485,600 
44,856 同上 

発行済株式総数 4,536,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,856 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 
クリップコーポレーション 

名古屋市千種区内山三丁目
18―10 

50,400 ― 50,400 1.11

計 ― 50,400 ― 50,400 1.11

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,632 1,700 1,765 1,671 1,603 1,425

最低(円) 1,360 1,460 1,600 1,598 1,180 1,280



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,665,793 2,093,228   2,149,673 

２ 受取手形及び売掛金    25,330 38,722   35,424 

３ たな卸資産    117,194 130,954   111,707 

４ その他    90,114 95,047   103,518 

貸倒引当金    △2,234 △1,031   △2,095 

流動資産合計    1,896,198 64.2 2,356,922 70.7   2,398,230 70.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 ※１ 283,418   292,225 290,935   

減価償却累計額   168,982 114,436 177,163 115,061 174,352 116,582 

(2) 土地 ※１  206,152 145,312   206,152 

(3) その他   73,560   63,269 66,144   

減価償却累計額   58,730 14,829 53,433 9,835 54,361 11,782 

有形固定資産合計    335,418 11.3 270,209 8.1   334,518 9.8

２ 無形固定資産          

(1) 連結調整勘定    277,876 222,301   250,089 

(2) その他    25,630 24,948   24,961 

無形固定資産合計    303,507 10.3 247,249 7.4   275,050 8.0

３ 投資その他の資産          

(1) 敷金保証金    132,834 151,184   138,149 

(2) 保険積立金    194,759 194,607   188,450 

(3) その他    104,993 113,441   87,258 

貸倒引当金    △14,399 ―   △375 

投資その他の 
資産合計    418,187 14.2 459,233 13.8   413,483 12.1

固定資産合計    1,057,114 35.8 976,692 29.3   1,023,052 29.9

資産合計    2,953,312 100.0 3,333,615 100.0   3,421,283 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    8,295 17,208   23,851 

２ 短期借入金 ※１  269,509 220,750   227,000 

３ 賞与引当金    81,736 80,082   72,130 

４ 未払法人税等    218,432 217,815   269,339 

５ その他    230,473 195,338   304,310 

流動負債合計    808,446 27.4 731,194 21.9   896,633 26.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    218,750 190,000   227,250 

２ その他    17,142 18,437   20,972 

固定負債合計    235,892 8.0 208,437 6.3   248,223 7.3

負債合計    1,044,339 35.4 939,632 28.2   1,144,856 33.5

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    212,700 7.2 212,700 6.4   212,700 6.2

Ⅱ 資本剰余金    29,700 1.0 29,700 0.9   29,700 0.9

Ⅲ 利益剰余金    1,698,289 57.5 2,176,927 65.3   2,064,244 60.3

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金    3,584 0.1 11,632 0.3   6,592 0.2

Ⅴ 自己株式    △35,300 △1.2 △36,976 △1.1   △36,810 △1.1

資本合計    1,908,973 64.6 2,393,983 71.8   2,276,426 66.5

負債資本合計    2,953,312 100.0 3,333,615 100.0   3,421,283 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,735,328 100.0 2,222,848 100.0   3,985,636 100.0

Ⅱ 売上原価    780,270 45.0 1,133,127 51.0   1,807,842 45.4

売上総利益    955,058 55.0 1,089,720 49.0   2,177,794 54.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  495,436 28.5 629,302 28.3   1,144,951 28.7

営業利益    459,621 26.5 460,418 20.7   1,032,843 25.9

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   161   118 315   

２ 受取配当金   49   33 123   

３ 受取手数料   272   269 540   

４ 保険金収入   1,202   49 1,707   

５ 広告収入   730   464 730   

６ その他   1,087 3,503 0.2 1,049 1,985 0.1 1,734 5,152 0.1

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   2,632   3,628 6,631   

２ その他   102 2,734 0.2 1,321 4,950 0.2 205 6,837 0.1

経常利益    460,390 26.5 457,452 20.6   1,031,158 25.9

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   224   1,064 20   

２ 営業譲渡益   1,409   1,904 1,409   

３ 固定資産売却益 ※２ ―   ― 14   

４ 保険解約益   ― 1,634 0.1 ― 2,968 0.1 11,345 12,790 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※３ 5,994   3,508 7,534   

２ 固定資産売却損 ※４ 165   ― 165   

３ 減損損失 ※５ ― 6,159 0.4 68,816 72,325 3.2 ― 7,699 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    455,865 26.2 388,096 17.5   1,036,249 26.0

法人税、住民税 
及び事業税   209,512   212,403 415,644   

法人税等調整額   △2,439 207,073 11.9 △29,203 183,200 8.3 5,858 421,502 10.6

中間(当期)純利益    248,791 14.3 204,896 9.2   614,746 15.4

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   29,700 29,700   29,700

Ⅱ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  29,700 29,700   29,700

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,519,505 2,064,244   1,519,505

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 248,791 248,791 204,896 204,896 614,746 614,746

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配当金 67,507 89,714 67,507 

役員賞与 2,500 70,007 2,500 92,214 2,500 70,007

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  1,698,289 2,176,927   2,064,244

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 455,865 388,096 1,036,249

減価償却費  14,743 14,149 32,674

減損損失  ― 68,816 ―

連結調整勘定償却額  ― 27,787 27,787

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 13,536 7,952 3,929

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 △164 △1,439 △359

受取利息及び受取配当金  △210 △151 △439

支払利息  2,632 3,628 6,631

営業譲渡益  △1,409 △1,904 △1,409

保険解約益  ― ― △11,345

有形固定資産除却損  1,366 1,201 2,195

無形固定資産売却損  165 ― 165

無形固定資産除却損  1,087 ― 1,087

投資その他資産除却損  3,540 2,307 4,251

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 7,437 △3,298 △2,656

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 10,498 △19,247 15,985

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 △14,413 △6,643 1,142

前受金の増減額(減少：△)  △76,360 △40,779 △21,242

預り保証金の増減額 
(減少：△) 

 △615 1,500 △1,115

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 1,606 △946 3,030

未払消費税の増減額 
(減少：△) 

 △14,856 △17,212 △375

役員賞与の支払額  △2,500 △2,500 △2,500

その他の流動資産負債 
増減額 

 △19,169 △40,867 △36,592

小計  382,781 380,449 1,057,096

利息及び配当金の受取額  196 138 441

利息の支払額  △2,805 △3,581 △6,745

法人税等の支払額  △174,693 △263,928 △324,957

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 205,477 113,077 725,835



  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △26,400 △30,000 △154,350

定期預金の払戻による収入  26,300 30,000 192,927

有形固定資産の取得による 
支出 

 △2,941 △11,463 △12,806

無形固定資産の取得による 
支出 

 △344 △584 △344

無形固定資産売却による 
収入 

 57 ― 57

投資その他の資産の取得に 
よる支出 

 △22,147 △30,664 △39,261

投資その他の回収による 
収入 

 6,268 3,937 31,372

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による 
支出 

 △270,055 ― △270,055

貸付金の回収による収入  1,092 726 2,010

営業譲渡による収入  1,409 1,904 1,409

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △286,760 △36,143 △249,040

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額 
(減少：△) 

 △95,000 ― △95,000

長期借入による収入  300,000 ― 360,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △10,468 △43,500 △104,478

自己株式取得による支出  △13,830 △165 △15,340

配当金の支払額  △67,507 △89,714 △67,507

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 113,194 △133,379 77,674

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 31,911 △56,445 554,469

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 1,442,701 1,997,170 1,442,701

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,474,612 1,940,725 1,997,170

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ) 連結子会社の数 １社 

  ㈱螢雪ゼミナール 

  ㈱ユアサトータルサービス、

㈱クリップワークは当中間連

結会計期間に清算が結了した

ため連結の範囲より除外して

おります。 

  ㈱螢雪ゼミナールは、平成16

年９月14日の株式取得に伴

い、当中間連結会計期間より

連結子会社となりました。 

なお、みなし取得日を当中間

連結期間末としているため、

当中間連結会計期間は中間貸

借対照表のみを連結しており

ます。 

(イ) 連結子会社の数 １社 

  ㈱螢雪ゼミナール 

  

(イ) 連結子会社の数 １社 

  ㈱螢雪ゼミナール 

  ㈱ユアサトータルサービス、

㈱クリップワークは当連結会

計年度に清算が結了したため

連結の範囲より除外しており

ます。 

  ㈱螢雪ゼミナールは、平成16

年９月14日の株式取得に伴

い、当連結会計年度より連結

子会社となりました。 

  (ロ) 主要な非連結子会社の名称

等 

  上海井上憲商務諮詢有限公司 

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模であ

り、合計の総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためでありま

す。 

(ロ) 主要な非連結子会社の名称

等 

同左 

  

(ロ) 主要な非連結子会社の名称

等 

  上海井上憲商務諮詢有限公司 

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模であ

り、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない非連結子

会社(上海井上憲商務諮詢有限公

司)は、中間連結純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

同左 持分法を適用していない非連結子

会社(上海井上憲商務諮詢有限公

司)は、連結純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

連結子会社の㈱螢雪ゼミナールの

中間決算日は８月31日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 連結子会社の㈱螢雪ゼミナールの

決算日は２月28日であります。連

結財務諸表の作成に当たっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定) 

有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により

算定) 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

 商品……主に総平均法による原

価法 

 貯蔵品…主に最終仕入原価法 

たな卸資産 

 商品……総平均法による原価法

  

 貯蔵品…最終仕入原価法 

たな卸資産 

 商品……主に総平均法による原

価法 

 貯蔵品…主に最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産……定率法によって

おります。ただ

し平成10年４月

１日以降に取得

した建物(建物

附属設備を除

く ) に つ い て

は、定額法を採

用しておりま

す。 

        なお、主な耐用

年数は以下のと

おりでありま

す。 

  建物      ３～41年 

  機械及び装置    13年 

  車両運搬具     ２年 

  工具器具備品  ２～20年 

有形固定資産……定率法によって

おります。ただ

し平成10年４月

１日以降に取得

した建物(建物

附属設備を除

く ) に つ い て

は、定額法を採

用しておりま

す。 

        なお、主な耐用

年数は以下のと

おりでありま

す。 

  建物及び構築物 ３～41年 

  車両運搬具   ２～５年 

  工具器具備品  ３～20年 

有形固定資産……定率法によって

おります。ただ

し平成10年４月

１日以降に取得

した建物(建物

附属設備を除

く ) に つ い て

は、定額法を採

用しておりま

す。 

        なお、主な耐用

年数は以下のと

おりでありま

す。 

  建物      ３～41年 

  機械及び装置    13年 

  車両運搬具     ２年 

  工具器具備品  ２～20年 

  無形固定資産……定額法によって

お り ま す。な

お、自社利用の

ソフトウェアに

ついては、社内

における利用可

能期間(５年)に

基づく定額法を

採用しておりま

す。 

無形固定資産……同左 

  

無形固定資産……同左 

  

  長期前払費用……定額法によって

おります。 

長期前払費用……同左 長期前払費用……同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金………債権の貸倒れに

よる損失に備え

るため、一般債

権については、

貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債

権等特定の債権

については個別

に回収可能性を

勘案し、回収不

能見込額を計上

しております。

貸倒引当金………同左 貸倒引当金………同左 

  賞与引当金………従業員に対して

支給する賞与の

支出に充てるた

め、支給見込額

に基づき計上し

ております。 

賞与引当金………同左 賞与引当金………同左 

  退職給付引当金…当社及び連結子

会社の従業員の

退職給付に備え

るため、当連結

会計年度におけ

る退職給付債務

及び年金資産の

見込額に基づ

き、当中間連結

会計期間末にお

いて発生してい

ると認められる

額を計上してお

ります。 

退職給付引当金…同左 退職給付引当金…当社及び連結子

会社の従業員の

退職給付に備え

るため、当連結

会計年度末にお

ける退職給付債

務見込額及び年

金資産残高に基

づき計上してお

ります。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5) その他中間連結財務諸表

(連結財務諸表)作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

表示方法の変更 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間連結会計期

間から適用しております。これによ

り税金等調整前中間純利益は68,816

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において無形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「連結調整勘定」は当

中間連結会計期間において総資産額の100分の５を超え

たため、区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の無形固定資産の「その

他」に含まれている「連結調整勘定」は439千円であり

ます。 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「保険金収入」と「広告収

入」は当中間連結会計期間において営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれている「保険金収入」は171千円、「広告収

入」は228千円であります。 

――――― 



追加情報 
  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割4,961千

円を販売費及び一般管理費として処

理しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割10,361千円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

――――― ※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  イ 担保に供している資産 

  ロ 上記に対応する債務 

建物 37,177千円

土地 193,552千円

  230,729千円

短期借入金 132,068千円

    イ 担保に供している資産 

  ロ 上記に対応する債務 

建物 35,571千円

土地 193,552千円

  229,124千円

短期借入金 130,000千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

役員報酬 58,080千円

給与手当 64,548千円

雑給 18,262千円

支払手数料 79,226千円

賞与引当金 
繰入額 

18,995千円

退職給付費用 2,077千円

貸倒引当金 
繰入額 

60千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

役員報酬 60,960千円

給与手当 95,196千円

雑給 18,080千円

広告宣伝費 69,996千円

支払手数料 75,801千円

賞与引当金
繰入額 

20,077千円

退職給付費用 1,319千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

役員報酬 126,690千円

給与手当 149,935千円

雑給 36,372千円

支払手数料 157,799千円

賞与引当金
繰入額 

16,145千円

退職給付費用 4,629千円

――――― ――――― ※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

工具器具備品 14千円

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

賃貸契約解約分 3,540千円

有形固定資産 
その他 

1,366千円

ソフトウェア 1,087千円

  5,994千円

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

賃貸契約解約分 1,413千円

建物及び構築物 1,018千円

有形固定資産
その他 

182千円

投資その他の資産 893千円

  3,508千円

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

賃貸契約解約分 4,538千円

建物及び構築物 650千円

有形固定資産 
その他 

1,258千円

ソフトウェア 1,087千円

  7,534千円

※４ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

電話加入権 165千円

――――― ※４ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

電話加入権 165千円

  ※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

  

  (1) 減損損失を認識した資産 

場所 用途 種類

愛知県 
名古屋市 

遊休地 土地

愛知県 
愛知郡東郷町

遊休地 土地

ハイスクール

新岐阜駅前校
学習塾

建物及び

工具器具

備品他 

ハイスクール

長良北校 
学習塾

建物及び

工具器具

備品他 

ハイスクール

江南校 
学習塾

建物及び

工具器具

備品他 

  

  (2) 減損損失の認識に至った経

緯 

 当初想定していた収益を見

込めなくなったこと及び継続

的な地価の下落等により、減

損損失を認識しております。 

  



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 減損損失の金額 

建物 5,328千円

工具器具
備品 

719千円

土地 60,840千円

長期前払
費用 

1,928千円

68,816千円 

  

  (4) 資産のグルーピングの方法 

 当社は、減損会計の適用に

当たって、原則として事業の

種類別セグメントを基礎とし

たエリア単位のグルーピング

を行っております。なお遊休

資産については個々の物件を

グルーピングの最小単位とし

ております。また、子会社の

資産については原則として

個々の校舎をグルーピングの

最小単位としております。 

  

  (5) 回収可能価額 

 正味売却価額とし、時価は

「不動産鑑定評価基準」等に

基づいて算定しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

1,665,793千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△191,180千円

現金及び 
現金同等物 

1,474,612千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

2,093,228千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△152,503千円

現金及び 
現金同等物 

1,940,725千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

2,149,673千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△152,503千円

現金及び
現金同等物 

1,997,170千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額 

    
有形固定資産 
その他 
(千円) 

取得価額 
相当額 

 27,615

減価償却 
累計額 
相当額 

 10,468

中間連結 
会計期間末 
残高相当額 

 17,147

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額 

  
有形固定資産
その他 
(千円) 

取得価額 
相当額 

26,979

減価償却 
累計額 
相当額 

13,664

中間連結 
会計期間末
残高相当額

13,315

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

有形固定資産 
その他 
(千円) 

取得価額
相当額 

27,879

減価償却
累計額 
相当額 

13,318

期末残高
相当額 

14,561

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

  
１年以内 
(千円)   

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過 
リース料 
中間連結 
会計期間末 
残高相当額 

5,396  12,112  17,508

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

  
１年以内
(千円) 

１年超
(千円) 

合計
(千円) 

未経過 
リース料 
中間連結 
会計期間末 
残高相当額 

4,949 9,179 14,129

② 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内
(千円)  

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過
リース料 
期末残高 
相当額 

4,939 10,026  14,966

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,373千円

減価償却費相当額 2,175千円

支払利息相当額 232千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,044千円

減価償却費相当額 2,663千円

支払利息相当額 282千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,489千円

減価償却費相当額 5,025千円

支払利息相当額 540千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数と

し、残存価格を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数と

し、残存価格を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数と

し、残存価格を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

  
１年以内 
(千円)   

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過 
リース料 2,749  3,199  5,949

２ オペレーティング・リース取引 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  
１年以内
(千円) 

１年超
(千円) 

合計
(千円) 

未経過 
リース料 5,104 8,221 13,325

２ オペレーティング・リース取引 
１年以内
(千円) 

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過
リース料 4,570 8,155  12,725



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前中間連結会計期間(平成16年９月30日) 

(1) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 8,790 13,723 4,932

② その他 16,284 17,382 1,098

計 25,075 31,105 6,030

区分 

前中間連結会計期間
(平成16年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

(1) 出資金 780

(2) 関係会社出資金 15,323

計 16,103

区分 当中間連結会計期間(平成17年９月30日) 

(1) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 8,790 24,197 15,406

② その他 16,284 20,448 4,163

計 25,075 44,645 19,569

区分 

当中間連結会計期間
(平成17年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

(1) 出資金 780

(2) 関係会社出資金 15,323

計 16,103



(前連結会計年度末) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当企業集団は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当企業集団は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当企業集団は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分 前連結会計年度(平成17年３月31日)

(1) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 8,790 18,028 9,237

② その他 16,284 18,138 1,854

計 25,075 36,166 11,091

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

(1) 出資金 500

(2) 関係会社出資金 15,323

計 15,823



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業内容によって区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の区分 

(1) 教育事業…小・中学生を対象とした学習塾 

(2) スポーツ事業…幼児・小学生を対象としたサッカー教室 

(3) その他の事業…化粧品販売、ダンス教室 

  なお住宅関連商品事業につきましては、㈱クリップワークが平成16年３月31日をもって解散し、平成16年７月30日をもっ

て清算結了したため、清算手続中の損益については「その他の事業」に含めております。この結果、前中間連結会計期間

と同一の方法によった場合に比べ、売上高は29,947千円、営業費用は27,677千円多く、営業損失は2,269千円少なく計上

されております。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業内容によって区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の区分 

(1) 教育事業…小・中学生及び高校生を対象とした学習塾 

(2) スポーツ事業…幼児・小学生を対象としたサッカー教室 

(3) その他の事業…飲食店の経営、化粧品販売、ダンス教室 

  

  
教育事業 
(千円) 

スポーツ
事業 
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

 売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

760,930 922,928 51,469 1,735,328 ― 1,735,328

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 760,930 922,928 51,469 1,735,328 ― 1,735,328

 営業費用 560,855 660,315 54,534 1,275,706 ― 1,275,706

 営業利益又は 
 営業損失(△) 

200,074 262,612 △3,065 459,621 ― 459,621

  
教育事業 
(千円) 

スポーツ
事業 
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

 売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,126,053 1,063,823 32,971 2,222,848 ― 2,222,848

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 1,126,053 1,063,823 32,971 2,222,848 ― 2,222,848

 営業費用 954,256 757,687 50,485 1,762,430 ― 1,762,430

 営業利益又は 
 営業損失(△) 

171,797 306,135 △17,514 460,418 ― 460,418



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、事業内容によって区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の区分 

(1) 教育事業…小・中学生及び高校生を対象とした学習塾 

(2) スポーツ事業…幼児・小学生を対象としたサッカー教室 

(3) その他の事業…飲食店の経営、化粧品販売、ダンス教室 

  なお住宅関連商品事業につきましては、㈱クリップワークが平成16年３月31日をもって解散し、平成16年７月30日をもっ

て清算結了したため、清算手続中の損益については「その他の事業」に含めて処理しております。この結果、前連結会計

年度と同一の方法によった場合に比べ、売上高は29,947千円、営業費用は27,677千円多く、営業損失は2,269千円少なく

計上されております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  
教育事業 
(千円) 

スポーツ
事業 
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

 売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,984,825 1,924,695 76,115 3,985,636 ― 3,985,636

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 2,857 2,857 (2,857) ―

計 1,984,825 1,924,695 78,972 3,988,493 (2,857) 3,985,636

 営業費用 1,510,411 1,351,634 90,747 2,952,793 ― 2,952,793

 営業利益又は 
 営業損失(△) 

474,414 573,060 △11,774 1,035,700 (2,857) 1,032,843



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 425円43銭 533円70銭 506円93銭 

１株当たり中間(当期)純利益 55円39銭 45円68銭 136円39銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 248,791 204,896 614,746

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 2,500 

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (2,500)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(千円) 

248,791 204,896 612,246

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,491 4,485 4,489



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,542,167 1,895,252   1,921,167 

２ 受取手形    1,670 ―   ― 

３ 売掛金    19,453 27,078   30,058 

４ たな卸資産    116,984 129,162   110,970 

５ その他    70,693 74,381   71,715 

貸倒引当金    △1,053 △604   △1,224 

流動資産合計    1,749,915 63.2 2,125,270 68.2   2,132,691 67.7

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２  86,974 86,946   84,022 

(2) 土地 ※２  206,152 145,312   206,152 

(3) その他    8,320 6,577   7,210 

有形固定資産合計    301,447 10.9 238,836 7.6   297,386 9.4

２ 無形固定資産          

(1) ソフトウェア    1,295 1,388   1,031 

(2) 電話加入権    19,681 19,685   19,681 

無形固定資産合計    20,977 0.8 21,074 0.7   20,712 0.7

３ 投資その他の資産          

(1) 関係会社株式    354,400 354,400   354,400 

(2) 敷金保証金    78,302 84,431   82,397 

(3) 保険積立金    182,372 194,607   188,450 

(4) その他    94,449 98,542   75,773 

貸倒引当金    △14,399 ―   △375 

投資その他の資産 
合計    695,124 25.1 731,981 23.5   700,646 22.2

固定資産合計    1,017,549 36.8 991,891 31.8   1,018,746 32.3

資産合計    2,767,465 100.0 3,117,161 100.0   3,151,437 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    4,789 10,478   18,780 

２ 短期借入金 ※２  140,000 140,000   140,000 

３ 一年以内に返済の 
長期借入金 ※２  77,068 68,750   75,000 

４ 未払法人税等    214,425 217,645   269,169 

５ 未払消費税等    21,486 21,157   32,447 

６ 賞与引当金    66,068 66,145   59,980 

７ その他    103,493 114,841   172,184 

流動負債合計    627,331 22.7 639,018 20.5   767,563 24.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    218,750 150,000   181,250 

２ その他    12,410 12,298   16,013 

固定負債合計    231,160 8.3 162,298 5.2   197,263 6.3

負債合計    858,491 31.0 801,317 25.7   964,826 30.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    212,700 7.7 212,700 6.8   212,700 6.8

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    29,700 29,700   29,700 

資本剰余金合計    29,700 1.1 29,700 1.0   29,700 0.9

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    23,660 23,660   23,660 

２ 任意積立金    805,000 905,000   805,000 

３ 中間(当期)未処分 
利益    869,629 1,170,128   1,145,768 

利益剰余金合計    1,698,289 61.4 2,098,788 67.3   1,974,428 62.7

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金    3,584 0.1 11,632 0.4   6,592 0.2

Ⅴ 自己株式    △35,300 △1.3 △36,976 △1.2   △36,810 △1.2

資本合計    1,908,973 69.0 2,315,844 74.3   2,186,611 69.4

負債資本合計    2,767,465 100.0 3,117,161 100.0   3,151,437 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,705,380 100.0 1,845,757 100.0   3,495,668 100.0

Ⅱ 売上原価    754,133 44.2 844,260 45.7   1,535,667 43.9

売上総利益    951,247 55.8 1,001,496 54.3   1,960,001 56.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    493,730 29.0 533,138 28.9   1,006,722 28.8

  営業利益    457,516 26.8 468,358 25.4   953,279 27.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  3,336 0.2 1,410 0.1   4,274 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,662 0.1 3,588 0.2   6,291 0.2

経常利益    458,190 26.9 466,180 25.3   951,263 27.2

Ⅵ 特別利益    4,193 0.2 2,845 0.1   3,868 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  6,978 0.4 64,348 3.5   7,973 0.2

税引前中間(当期) 
純利益    455,405 26.7 404,677 21.9   947,157 27.1

法人税、住民税 
及び事業税   209,467   212,231 419,262   

法人税等調整額   △227 209,240 12.3 △24,126 188,104 10.2 5,590 424,853 12.2

中間(当期)純利益    246,165 14.4 216,573 11.7   522,304 14.9

前期繰越利益    623,464 953,554   623,464 

中間(当期)未処分 
利益    869,629 1,170,128   1,145,768 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 

 ①子会社株式 

   移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 

 ①子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 

 ①子会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法 

   (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 ②その他有価証券 

同左 

 ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

 ①商品 

   総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

 ①商品 

同左 

(2) たな卸資産 

 ①商品 

同左 

 ②貯蔵品 

   最終仕入原価法 

 ②貯蔵品 

同左 

 ②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物        10～41年 

  車両運搬具       ２年 

  工具器具備品    ２～20年 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物        10～41年 

  車両運搬具       ２年 

  工具器具備品    ３～20年 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物        10～41年 

  車両運搬具       ２年 

  工具器具備品    ３～20年 

(2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 退職給付引当金 

  当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務見込額及び年金資産残高に基

づき計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

５ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

５ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

  消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を当中間会計期間から適

用しております。これにより税引前

中間純利益は60,840千円減少してお

ります。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――― 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」は当

中間会計期間において総資産額の100分の５を超えたた

め、区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれている「関係会社株式」は29,158千円であ

ります。 

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割4,961千円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割10,361千円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 

減価償却 
累計額 

158,268千円

※１ 有形固定資産の 

減価償却
累計額 

166,451千円

※１ 有形固定資産の 

減価償却
累計額 

163,522千円

※２ 担保資産 

  イ 担保差入資産 

  ロ 債務の内容 

建物 37,177千円

土地 193,552千円

  230,729千円

短期借入金 130,000千円

一年以内に 
返済の 
長期借入金 

2,068千円

  132,068千円

――――― ※２ 担保資産 

  イ 担保差入資産 

  ロ 債務の内容 

建物 35,571千円

土地 193,552千円

  229,124千円

短期借入金 130,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 161千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 117千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 309千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,632千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 3,218千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,157千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,632千円

無形固定資産 2,388千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,868千円

無形固定資産 223千円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,642千円

無形固定資産 2,652千円

  ※４ 減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

(1) 減損損失を認識した資産 

(2) 減損損失の認識に至った経

緯 

 継続的な地価の下落等によ

り、減損損失を認識しており

ます。 

(3) 減損損失の金額 

(4) 資産のグルーピングの方法 

 当社は、減損会計の適用に

当たって、原則として事業の

種類別セグメントを基礎とし

たエリア単位のグルーピング

を行っております。なお遊休

資産については個々の物件を

グルーピングの最小単位とし

ております。 

(5) 回収可能価額 

 正味売却価額とし、時価は

「不動産鑑定評価基準」に基

づいて算定しております。 

場所 用途 種類

愛知県

名古屋市 
遊休地 土地

愛知県

愛知郡東郷町
遊休地 土地

 土地 60,840千円

  



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

    
有形固定資産 
その他 
(千円) 

取得価額 
相当額 

 21,436

減価償却 
累計額 
相当額 

 9,286

中間期末 
残高相当額 

 12,150

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形固定資産
その他 
(千円) 

取得価額 
相当額 

19,756

減価償却 
累計額 
相当額 

11,150

中間期末 
残高相当額

8,606

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

有形固定資産 
その他 
(千円) 

取得価額
相当額 

21,436

減価償却
累計額 
相当額 

11,513

期末残高
相当額 

9,922

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  
１年以内 
(千円)   

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過 
リース料 
中間期末 
残高相当額 

4,206  8,226  12,433

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  
１年以内
(千円) 

１年超
(千円) 

合計
(千円) 

未経過 
リース料 
中間期末 
残高相当額 

3,515 5,776 9,291

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内
(千円)  

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過
リース料 
期末残高 
相当額 

3,677 6,543  10,221

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,373千円

減価償却費相当額 2,175千円

支払利息相当額 232千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,273千円

減価償却費相当額 1,954千円

支払利息相当額 198千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,809千円

減価償却費相当額 4,403千円

支払利息相当額 454千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数と

し、残存価格を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

  ……同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

  ……同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  
１年以内 
(千円)   

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過 
リース料 2,749  3,199  5,949

２ オペレーティング・リース取引 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  
１年以内
(千円) 

１年超
(千円) 

合計
(千円) 

未経過 
リース料 5,104 8,221 13,325

２ オペレーティング・リース取引 

１年以内
(千円) 

１年超 
(千円)   

合計 
(千円) 

未経過
リース料 4,570 8,155  12,725



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第24期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月24日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社クリップコーポレーション 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリップコーポレーションの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  野  雄 一 郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  塚     亨  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社クリップコーポレーション 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリップコーポレーションの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  浪  重  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  塚     亨  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社クリップコーポレーション 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリップコーポレーションの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第24期事業年度の中間会計期間(平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社クリップコーポレーションの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  野  雄 一 郎  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  塚     亨  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社クリップコーポレーション 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリップコーポレーションの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社クリップコーポレーションの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  安  浪  重  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  塚     亨  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管して

おります。 
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